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 我が国では、人口減少と少子高齢化が進み、特に、人口が 30 万人を下回る
規模の地方中心・中小都市において、中心市街地が縮退することは避けられ
ない状況にある。このような事態に対して、1990 年代後半から中心市街地の
活性化が重要な政策課題となり、また近年はより広域を視野に入れた地方創
成 が 全 国 的 な課題となってい る。本研究はこの ような状況におけ る地方中
心・中小都市を対象に、1998 年に成立した中心市街地活性化法に基づく施策
により実施された中心市街地活性化事業に関する調査分析により、その集積
実態を明らかにしたものである。本研究では、1990 年代までに形成された都
市骨格を整序することの重要性を指摘し、その実態を解明している。このよ
うに近年の都市計画分野での喫緊の課題に対して、適切に問題を定位して研
究に取り組んでいる。  
 
 本論文は、序章および第１章から第５章、終章で構成されている。  
 
 序章「研究の目的と方法」では、中心市街地の活性化に向けた「都市骨格
の整序」の必要性を論じ、研究の目的、用語の定義、対象、方法について適
切に論じている。  
 
 第１章「既往研究の考察と本研究の位置付け」では、建築・都市計画分野
における中心市街地に関する既往研究を、１）実態解明に関するもの、２）
評価に関するものに大別して考察し、本研究の位置付けをしている。   
 
 第２章「中心市街地活性化法制度の概要と基本計画の実施状況」では、中
心市街地の活性化に関する法制度の経緯と変遷を総括し、中心市街地活性化
基本計画の認定と区域設定に関する実態を分析し、中心市街地の活性化に関
する課題を適切に明らかにしている。  
 
 第３章「中心市街地骨格構造との関連でみた事業集積特性」は本論文の中
心となる成果であり、地方中心・中小都市における中心市街地活性化に向け
た取り組みにより、1990 年代までに形成された都市骨格がどのように整序さ
れつつあるかを、近世城下町を基盤とする９の地方中心・中小都市を研究対
象として的確に選定し、中心市街地活性化事業の集積実態を分析している。
その際、建築系事業を中心とする事業集積区域を特定するため、地理情報シ
ステムにより詳細なデータを収集し、事業の集積実態をカーネル密度推定法
を用いて分析している。  
 その結果、第１に、中心市街地骨格構造の重要要素である鉄道駅と旧城郭
地区の位置関係と接続様態から、中心市街地骨格構造の形成に関する中心市
街地活性化計画の方向性を明らかにしている。すなわち、鉄道駅と旧城郭地
区が近接している場合は骨格構造が集塊的にまとまっており（集塊型）、両者
が 都 市 軸に より連結されてい る 場 合 は 都 市 骨 格 が 軸 状 に 連 結 さ れ て 拡 大 し
（軸連結型）、河川や広幅員道路などの分断要素により両者が明確に分離し
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ている場合は分散する骨格構造（分散型）となっている実態を明らかにして
いる。   
 第２に、カーネル密度推定法により事業集積区域を特定し、その類型化を
した上で、前記の中心市街地骨格構造に対応した都市ごとの事業展開を分析
し、以下に示す３つの明確な実態を明らかにしている。  
 １）集塊型の中心市街地骨格構造を持つ福井と秋田では、その骨格構造に
対応して、事業箇所と事業床面積の両方が高度に集中する少数の集積区域が
鉄道駅と旧城郭地区に集中的に分布する特性を示している。  
 ２）軸連結型の骨格構造を持つ都市では、都市軸や旧城郭地区との関係性
が強くなり、多数の小規模集積区域による多様で複合的な集積特性があり、
鉄道駅と旧城郭地区が両端に位置している弘前と鳥取は都市軸と 事業集積の
関係性が最も強く、盛岡は都市軸と共に旧城郭地区と強く関連する特徴があ
る。  
 ３）軸連結型の骨格構造を持つ高崎、鶴岡と、分散型の骨格構造の福島、
松江では、複数の事業集積区域が中心市街地の全体に分散分布する集積特性
があり、高崎、福島は旧来の商業集積地区の周辺に事業集積が形成され、鶴
岡は旧城郭の縁辺に連続的な事業集積、松江は全体に分散している。  
 以上、本章では、城下町都市を基盤として都市骨格に規定されている中心市
街地活性化計画の方向性と、これに応じる事業実績の多様な集積実態を解明し、
中心市街地における都市骨格の整序に向かう特質を明らかにしており、意義有
る成果と言える。  
 
 第４章「中心市街地骨格構造との関連でみた事業集積のプロセス」では、
中心市街地活性化に向けた事業集積区域における時系列的な事業展開の特性
を明らかにしている。その結果、中心市街地活性化事業の実施によって、１）
集塊型の骨格構造を持つ都市においては、持続的に集中傾向をより強めるよ
うに事業を展開していること、２）軸連結型においては、旧城郭地区に向け
て事業集積が展開しているものと、旧城郭地区から都市軸に向けて事業集積
が展開するものがあり、いずれも両者の関係を強める傾向が顕著であること 、
３）分散型の場合は、依然として事業集積が分散的に展開している実態を明
らかにしている。  
 すなわち、本章では、多様な中心市街地活性化事業の集積を時系列で分析
し、中心市街地の明確な骨格構造の特質に対応して、固有の都市骨格の整序
に向かうプロセスを明らかにしており高く評価できる。  
 
 第５章「中心市街地活性化事業の集積に対する自治体の自己評価実態」で
は、各自治体による中心市街地活性化事業の実績に対する自己評価として最
も重視されている歩行者通行量指標を取り上げ、各自治体による評価方法の
多様な実態をまず示している。そして、事業集積区域と通行量評価地点での
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通行量の変化の関係を個別に分析し、事業集積の効果を詳細に解明している。
各都市の事業集積地区ごとに作成した図面と資料から、３章、４章で分析し
た内容を実態に即して詳細に解明しており、有用な知見と評価できる。  
 
 終章では、本研究により得られた知見を示し、各章の要約を的確に行って
いる。すなわち、都市骨格構造とそれに対応した事業集積区域の分布の類型
的分析の結果から、旧城郭地域と鉄道駅という歴史性と近代性を象徴する都
市核による都市骨格の整序の方向性が見られることを結論として示している。
その結果から、１）これらの個々の特性を再検討し、より強化する方向で事
業集積の補完を図ることの重要性 ､２）一層の選択と集中が必要な都市におい
ては、一部の主要骨格要素を計画的位置づけから外し、都市骨格構造の整序
をはかることも考慮されるべきであること、３）特色有る将来ビジョンに応
じて単に集積を強めるだけでなく個性的な都市骨格の整序を進める可能性も
有ること、など、示唆に富む指摘をしている。  
 
 以上要するに、本論文は、少子高齢化と人口減少という極めて困難な状況
に直面している地方中心・中小都市における中心市街地の都市計画に関して、
中心市街地活性化事業の集積実態を解明し、中心市街地の縮退を前提にしな
がらも、都市骨格の整序という観点から多様な計画と実践の在り方を明らか
にしたものである。この成果は、都市設計・計画、及び建築学の発展に寄与
するところが大であり、博士（建築学）の学位にふさわしいものと認める。  
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